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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 25,776 △6.8 380 ― 259 ― 388 ―
21年3月期 27,656 △18.1 △519 ― △736 ― △795 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 15.81 ― 9.9 1.4 1.5
21年3月期 △32.39 ― △18.9 △3.8 △1.9

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △9百万円 21年3月期  △93百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 19,651 4,319 21.2 169.90
21年3月期 16,708 3,785 21.9 148.90

（参考） 自己資本   22年3月期  4,169百万円 21年3月期  3,655百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 2,347 △446 △250 3,684
21年3月期 △109 △1,030 216 2,033

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― ― ― 3.00 3.00 23.7

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

13,250 16.6 210 ― 165 ― 100 ― 4.07

通期 26,750 3.8 650 70.6 500 93.0 310 ― 12.63
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」を御覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」を御覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 24,630,000株 21年3月期 24,630,000株
② 期末自己株式数 22年3月期  90,459株 21年3月期  83,855株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 23,356 △5.3 243 ― 184 ― 266 ―
21年3月期 24,657 △17.0 △693 ― △705 ― △935 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年3月期 10.86 ―
21年3月期 △38.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 17,632 3,919 22.2 159.73
21年3月期 14,712 3,528 24.0 143.77

（参考） 自己資本 22年3月期  3,919百万円 21年3月期  3,528百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実績の業績等は業況の変
更等により、上記予想値と異なる場合があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

11,890 14.8 70 ― 60 ― 20 ― 0.81

通期 24,120 3.3 380 56.2 300 62.4 150 ― 6.11
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

(当期の経営成績) 

当連結会計年度における世界経済は、中国・インドを中心とした新興国の経済成長に牽引され最悪

期を脱した感があります。国内経済につきましても景気対策効果と輸出の増加により景気の底打ち感

はあるものの、個人消費の低迷、失業率の高さ、為替の円高傾向、デフレ状況の継続など、自律的回

復力は乏しく依然として厳しい状況が続きました。 

当社グループの主要取引先となります自動車業界におきましては、中国・インド等の新興国での自

動車販売台数の伸びや各国政府による需要喚起策により、世界的には自動車生産台数は持ち直しつつ

ありますが、従来の大きな市場であった日米欧においては本格的な需要回復には至りませんでした。 

この様な状況のもと、当社グループの売上高は、自動車販売台数の減少を主要因に25,776百万円と

前年同期比6.8％の減収となりました。利益面では人件費や経費の大幅な削減、設備投資の抑制など

コスト低減の諸施策を実施した結果、営業利益は380百万円、経常利益は259百万円となりました。 

特別損益につきましては、特別利益に貸倒引当金戻入５百万円の計上、特別損失に地震災害復旧等

による12百万円を計上しました。また繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、法人税等調整額

など△135百万円を計上し、当期純利益は388百万円となり前連結会計年度より1,183百万円の増益

となりました。 

 

(次期の見通し) 

今後の見通しにつきましては、緊急経済対策の効果や海外経済の改善などを背景に景気の持ち直

し傾向が続くことが期待されますが、一方では、デフレの影響や雇用情勢の厳しさによる景気下押し

のリスクが存在しているため、なお予断を許さない状況が続くと想定されます。 

主要取引先であります自動車業界におきましても、最悪期は脱したものの、その先行きは依然不

透明であります。 

このような厳しい経営環境下ではありますが、当社グループでは全ての事業活動において徹底し

た合理化活動を行い、収益確保に努める所存であります。 

次期の業績予想につきましては、売上高26,750百万円、営業利益650百万円、経常利益500百万円、

当期純利益310百万円を見込んでおります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

  ①資産、負債及び純資産の状況 

(イ) 資産 

   当連結会計年度末における総資産は、19,651 百万円で、前連結会計年度末に比べ 2,942 百万円の増

加となりました。このうち流動資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金の増加等により 3,149 百

万円の増加、固定資産は、有形固定資産の減少等により前連結会計年度末に比べ 207 百万円の減少と

なりました。 

(ロ) 負債 

   当連結会計年度末における負債合計は、15,331 百万円で、前連結会計年度末に比べ 2,408 百万円の

増加となりました。このうち流動負債は、支払手形及び買掛金、1年内返済予定の長期借入金の増加等

により2,850百万円の増加、固定負債は、長期借入金の減少等により441百万円の減少となりました。 

(ハ) 純資産 

当連結会計年度末における純資産合計は、4,319百万円で、前連結会計年度末に比べ533百万円の増

加となりました。これは主に、当期純利益が1,183百万円増加したことによるものであります。 
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  ②キャッシュ・フローの状況 

   当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ

1,650百万円増加し、当連結会計年度末に3,684百万円となりました。 

   当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

   当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、2,347 百万円(前連結会計年度比 2,457 百万

円の増加)となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純利益が252百万円、減価償却費が737百万円、売上債権の増加1,644

百万円、たな卸資産の減少210百万円、仕入債務の増加2,590百万円によるものであります。 

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

   当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、446 百万円(前連結会計年度比 583 百万円の

増加)となりました。 

   これは主に、有形固定資産の取得による支出509百万円によるものであります。 

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

   当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、250 百万円(前連結会計年度比 466 百万円の

減少)となりました。 

   これは主に、短期借入金の純減少額 408 百万円、長期借入金の返済による支出 977 百万円と長期借

入れによる収入1,137百万円の資金の増加によるものであります。 

キャッシュ・フロー指標の推移 

 平成18年3月期 平成19年 3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年 3月期

自己資本比率(％) 22.8 21.4 21.4 21.9 21.2

時価ベースの自己資本比率(％) 28.3 22.2 15.3 9.3 12.2

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率(年) 
6.6 12.5 3.8 ― 2.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ 

(倍) 
8.2 3.5 10.3 ― 14.4

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ＊ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

   を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ 

ているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー 

計算書の利息の支払額を使用しております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対し継続的に安定配当し、出来得る限り積極的に利益還元することを経営の最重

要政策とし、会社の競争力を絶えず強化し、業績の向上をはかり、配当水準の向上と安定化に努め

ることを基本方針としております。 

当期の配当金につきましては、今期の利益剰余金と、次年度以降の設備投資をはじめとする企業

体質強化のために必要な内部留保を総合的に勘案した結果、期末配当の実施は見送ることといたし

ました。 

次期の配当につきましては、１株につき３円の配当を予定しております。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態及びキャッシュ・フロー等に影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のものがあります。なお、以下の事項は当連結会計年度末現在において、当社グループが判

断したものであります。 

①当社グループが係る市場の動向によるリスク 

当社グループは自動車業界を主要取引先としております。従って当社グループの業績は、自動車業

界全般の生産動向及び販売動向の影響を受ける可能性があります。 

②原材料・部品の市況変動及び調達のリスク 

当社グループが、販売するねじ製品は、特殊鋼の線材を原材料としております。 

鋼材取引の需給関係によって仕入れ価格が変動した場合、販売価格に完全に転嫁できない場合があ

り、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。また、鋼材需要の大幅

な増減により需給関係が逼迫する恐れが発生した場合、生産に必要な数量が必要な時期に納入され

ず、結果として当社グループの業績に悪影響を与えるリスクが存在します。 

③当社グループの新製品、新技術が十分に実現し得ないリスク 

当社グループの生産品目は、小ねじやタッピンねじが主力でありますが、今後の企業の発展のため

高強度、高機能ボルトの高付加価値製品分野への投資を実施してまいります。その結果、生産及び

品質並びに生産コストが顧客の要求を満足できないものとなった場合には、将来の成長と収益性を

低下させ当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

   当企業集団は当社と連結子会社４社で構成されており、ファスナー(ねじ)の製造、販売を事業とし

ております。 

   業務内容と当社と連結子会社の位置付けは、次のとおりであります。 

事業区分 主要製品 会社名 

小ねじ、タッピンねじ、 
ボルト、座金組込ねじ、 
アベックス、その他のねじ 

当社 
(株)トープラテクノ 
アルプススクリュー(株) 
Topura America Fastener,Inc. 

 
 
 

  
(会社総数４社)

ファスナー(ねじ)事業 

業務代行等のサービス事業 (株)トーテック (会社総数１社)

 

   以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

　株　　式　　会　　社　　ト　　ー　　プ　　ラ　(　生　産　・　販　売　)

得　　　　　　　　意　　　　　　　先

  国　　内 海　　　　     　　　 　　外

(連結子会社･国内）
アルプススクリュー(株)

（生産・販売）

(連結子会社･国内）
(株)トープラテクノ

(生産･販売）

製
品

材
料

製
品

外
注
加
工

　
　　　(連結子会社･国内）
　　　　(株)トーテック
   　　(サービス事業)

(連結子会社・海外)
Topura America
Fastener,Inc.

(生産・販売)

 
サ
ー

ビ
ス

工具･製品
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

時代のニーズに応え、斬新な発想のもとに企業の発展と携わる人々の幸福を増幅するとともに、豊

かな社会の創造に挑戦し貢献することを企業理念としています。 

当社は、グローバル競争に勝ち残れる収益構造の変革、新商品の開発に努めるとともに、戦略経営、

経営基盤の強化に取り組んでまいります。また、地球環境保護、コンプライアンス、リスクマネージ

メントに努め、さらなる発展を期しております。 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、収益構造の変革を推進し、高収益体質を確立することを経営方針に掲げ、経営資源の効率

的活用と継続的なコスト削減に努め、期間収益の増大化に取り組んでまいります。経営指標としては、

連結経常利益額及び連結経常利益率を目標に努力してまいります。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

2010 年度までの中期経営計画の基本方針「高収益事業への挑戦」のもと、企業体質の強化に取り組

んでまいります。 

１. ｢ねじ」ではなく、「品質」を売る会社となる 

２. 高コスト体質の打破 

３. 尊敬され、信頼される会社づくり 

    （スピード経営とコミュニケーション、透明性、公平性重視） 

４. SBU(Strategic Business Unit）毎の責任経営 

(4) 会社の対処すべき課題 

国内の自動車販売は、エコカー減税の延長の効果もあり生産台数の回復基調は続くものと想定して

おりますが、その反動による影響等も考えられることから、依然として不透明な状況であります。 

   海外の自動車販売についても、アジア地域における更なる販売台数の増加が見込まれ、北米地域で

も緩やかな回復に向かうと想定しておりますが、各自動車メーカーでは原材料の高騰や為替の円高傾

向などから海外生産での部品の現地調達化が進むものと思われ、当社グループへの受注量の減少が懸

念されます。この様な状況のもと、当社グループでは当期に実施した原価低減活動の成果をベースに、

次年度はグローバル対応や新製品の創出といった今後の成長戦略につなげる基盤づくりの年として次

の取り組みを実行してまいります。 

   １．「リスクマネジメントによる経営基盤の安定化」 

   ２．「環境経営（コスト改善）による高収益事業への転換」 

   ３．「グローバルマネジメントによるグローバル供給体制の構築」 

   ４．「コア技術による新製品、新技術の創出と業容の拡大」 

以上を年度方針として掲げ収益確保に努める所存であります。 

― 8 ―



４. 連結財務諸表 
(1) 連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,033 3,684

受取手形及び売掛金 ※2  3,682 ※2  5,330

商品及び製品 1,600 1,467

仕掛品 478 528

原材料及び貯蔵品 1,329 1,209

繰延税金資産 178 209

その他 188 207

貸倒引当金 △36 △31

流動資産合計 9,456 12,606

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,251 5,257

減価償却累計額 △3,702 △3,822

建物及び構築物（純額） 1,548 1,434

機械装置及び運搬具 16,340 16,084

減価償却累計額 △14,098 △14,185

機械装置及び運搬具（純額） 2,241 1,899

工具、器具及び備品 1,442 1,493

減価償却累計額 △1,313 △1,342

工具、器具及び備品（純額） 128 151

土地 1,718 1,718

リース資産 － 68

減価償却累計額 － △1

リース資産（純額） － 67

建設仮勘定 164 169

有形固定資産合計 ※2  5,802 ※2  5,440

無形固定資産   

その他 18 28

無形固定資産合計 18 28

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  437 577

繰延税金資産 784 851

その他 214 153

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 1,431 1,576

固定資産合計 7,251 7,044

資産合計 16,708 19,651

― 9 ―



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,953 6,498

短期借入金 ※2  815 ※2  407

1年内返済予定の長期借入金 ※2  914 ※2  1,641

リース債務 － 14

未払法人税等 23 43

賞与引当金 250 313

設備関係支払手形 236 56

その他 611 680

流動負債合計 6,806 9,656

固定負債   

長期借入金 ※2  5,108 ※2  4,549

リース債務 － 55

退職給付引当金 916 1,027

役員退職慰労引当金 91 42

固定負債合計 6,116 5,675

負債合計 12,922 15,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,838 1,838

資本剰余金 1,530 1,530

利益剰余金 319 707

自己株式 △13 △14

株主資本合計 3,674 4,062

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28 153

為替換算調整勘定 △48 △46

評価・換算差額等合計 △19 107

少数株主持分 130 150

純資産合計 3,785 4,319

負債純資産合計 16,708 19,651
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(2) 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 27,656 25,776

売上原価 23,851 21,861

売上総利益 3,805 3,915

販売費及び一般管理費 ※1  4,324 ※1  3,534

営業利益又は営業損失（△） △519 380

営業外収益   

受取利息 2 0

受取配当金 16 8

スクラップ売却益 73 －

その他 62 132

営業外収益合計 155 141

営業外費用   

支払利息 161 162

為替差損 44 7

持分法による投資損失 93 9

その他 74 83

営業外費用合計 373 263

経常利益又は経常損失（△） △736 259

特別利益   

投資有価証券売却益 33 －

貸倒引当金戻入額 11 5

特別利益合計 45 5

特別損失   

たな卸資産評価損 134 －

退職給付費用 ※2  207 －

その他 33 12

特別損失合計 374 12

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,066 252

法人税、住民税及び事業税 64 29

法人税等調整額 △323 △184

法人税等合計 △259 △154

少数株主利益又は少数株主損失（△） △11 19

当期純利益又は当期純損失（△） △795 388
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,838 1,838

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,838 1,838

資本剰余金   

前期末残高 1,530 1,530

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,530 1,530

利益剰余金   

前期末残高 1,188 319

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

当期純利益又は当期純損失（△） △795 388

当期変動額合計 △869 388

当期末残高 319 707

自己株式   

前期末残高 △11 △13

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △13 △14

株主資本合計   

前期末残高 4,545 3,674

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

当期純利益又は当期純損失（△） △795 388

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △870 388

当期末残高 3,674 4,062
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 187 28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158 124

当期変動額合計 △158 124

当期末残高 28 153

為替換算調整勘定   

前期末残高 11 △48

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 1

当期変動額合計 △59 1

当期末残高 △48 △46

評価・換算差額等合計   

前期末残高 198 △19

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △217 126

当期変動額合計 △217 126

当期末残高 △19 107

少数株主持分   

前期末残高 142 130

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11 19

当期変動額合計 △11 19

当期末残高 130 150

純資産合計   

前期末残高 4,886 3,785

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

当期純利益又は当期純損失（△） △795 388

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △229 146

当期変動額合計 △1,100 533

当期末残高 3,785 4,319
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△1,066 252

減価償却費 765 737

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18 △49

退職給付引当金の増減額（△は減少） 230 111

賞与引当金の増減額（△は減少） △119 63

受取利息及び受取配当金 △19 △8

支払利息 161 162

有形固定資産売却損益（△は益） 17 2

有形固定資産除却損 9 35

売上債権の増減額（△は増加） 3,229 △1,644

たな卸資産の増減額（△は増加） 627 210

仕入債務の増減額（△は減少） △3,908 2,590

未払消費税等の増減額（△は減少） △37 29

その他 84 21

小計 5 2,510

利息及び配当金の受取額 19 8

利息の支払額 △161 △162

法人税等の支払額 26 △9

営業活動によるキャッシュ・フロー △109 2,347

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,080 △509

有形固定資産の売却による収入 3 3

関係会社の整理による収入 － 71

投資有価証券の売却による収入 42 －

その他 3 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,030 △446

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,335 △408

長期借入れによる収入 4,286 1,137

長期借入金の返済による支出 △2,659 △977

配当金の支払額 △73 －

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 216 △250

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △930 1,650

現金及び現金同等物の期首残高 2,964 2,033

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,033 ※1  3,684
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  ４社 

  連結子会社の名称 

(株)トープラテクノ 

(株)トーテック 

アルプススクリュー(株) 

Topura America Fastener,Inc. 

 

(1) 連結子会社の数  ４社 

  連結子会社の名称 

(株)トープラテクノ 

(株)トーテック 

アルプススクリュー(株) 

Topura America Fastener,Inc. 

 

 (2) 非連結子会社の数 ―社 (2) 非連結子会社の数 ―社 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

               ―社 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

               ―社 

 (2) 持分法適用の関連会社数  １社 

深圳托普拉航標汽車緊固件有限公司 

(2) 持分法適用の関連会社数  ―社 

深圳托普拉航標汽車緊固件有限公司

は平成22年１月25日をもって清算し

ました。 

 (3) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社     ―社 

(3) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社     ―社 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

Topura America Fastener,Inc.の決算日

は12月31日であり、連結決算日との差は

３ヵ月以内であるため、当該連結子会社

の事業年度に係る財務諸表を基礎とし

て連結を行っております。なお、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

  イ 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定して

おります) 

 イ 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

    時価のないもの 

    …主として移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

    同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 

ロ デリバティブ 

   …時価法 

 

ハ たな卸資産 

…総平均法による原価法(連

結貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの

方法により算定) 

 (会計方針の変更) 

従来、総平均法による原価法によってお

りましたが、当連結会計年度より、「棚

卸資産の評価に関する会計基準」(企業

会計基準第９号 平成18年７月５日公

表)が適用されたことに伴い、総平均法

による原価法(貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により

算定)により算定しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比

べて、売上総利益、営業利益及び経常利

益が10百万円増加し、税金等調整前当期

純利益が123百万円減少しております。 

ロ デリバティブ 

   …同左 

 

ハ たな卸資産 

…同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  イ 有形固定資産 

(リース資産を除く) 

    …建物(附属設備除く) 

      平成10年３月31日以前に取

得した建物については旧定

率法 

     平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得し

た建物については旧定額法 

     平成19年４月１日以降に取

得した建物については定額

法 

    …建物以外 

     平成19年３月31日以前に取

得したものについては旧定

率法 

     平成19年４月１日以降に取

得したものについては定率

法 

     なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

     建物及び構築物 ３～50年 

     機械装置及び運搬具 

４～10年 

ロ 無形固定資産 

(リース資産を除く) 

    …定額法を採用しております。

     なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しており

ます。 

ハ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によっ

ております。 

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以

前のものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 イ 有形固定資産 

(リース資産を除く) 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ロ 無形固定資産 

(リース資産を除く) 

   同左 

 

 

 

 

 

ハ リース資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 ロ 賞与引当金 

   従業員への賞与支出に備えるた

め、対象期間に応じた支給見込み

額を計上しております。 

ハ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(12年)による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

(追加情報) 

提出会社は平成 20 年 10 月１日よ

り、従来の確定給付型年金制度(適格

年金制度)から確定拠出型年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」(企業会計基準委

員会平成 14 年１月 31 日 企業会計

基準適用指針第１号)を適用してお

ります。 

本移行に伴う影響額は、特別損失

に退職給付費用として207百万円計

上しております。 

 イ 貸倒引当金 

   同左 

  

 

 

 

 

ロ 賞与引当金 

   同左 

 

 

ハ 退職給付引当金 

   同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

  ニ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。 

 ニ 役員退職慰労引当金 

   同左 

 (4) 重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

なお、特例処理の用件を充たしてい

る金利スワップについては特例処

理を採用しております。 

 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

  金利スワップ   借入金 

ハ ヘッジ方針 

  当社グループの内部規程である

「資金管理規程」に基づき、金利

変動リスクをヘッジするために

行うことを原則としております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップについては、全て特

例処理の要件を満たすものであ

り、金融商品に係る会計基準に基

づき有効性評価を省略しており

ます。 

 (5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

イ 消費税等の会計処理方法 

同左 

 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法 

は、全面時価評価法によっております。

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなります。 

同左 
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 (7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

    会計処理の変更 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

(リース取引に関する会計基準等) 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会

第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委

員会)、平成19年３月30日改正))を適用し、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 これによる連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

(退職給付に係る会計基準) 

「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3）(企業会

計基準第 19 号 平成 20 年 7 月 31 日)が平成 21 年 3 月 31

日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から

同会計基準を適用しております。 

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによる

連結財務諸表に与える影響はありません。 

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の

差額の未処理残高は36百万円であります。 

 (スクラップ売却益) 

  製造過程において発生する屑売却代は、従来、営業外収

益に計上しておりましたが、近年の原材料価格の高騰によ

り金額的重要性が増加し、このような状況が今後継続する

と見込まれることから、当連結会計年度より営業外収益に

計上する方法から売上原価より控除する方法に変更いた

しました。 

 この変更により、当連結会計年度の売上原価が27百万

円、営業外収益が36百万円減少し、売上総利益及び営業利

益が27百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が８百万円減少しております。 

 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

(連結貸借対照表関係) 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成20年

８月７日内閣府令第50号)が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されたも

のは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原

材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ

1,985百万円、729百万円、1,436百万円であります。 

―――――――――――――――― 

 

― 20 ―



 

 
 

(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

   投資有価証券（株式）         71百万円

 １ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

   投資有価証券（株式）         ―百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   (担保に供している資産) 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   (担保に供している資産) 

建物及び構築物 482百万円 (帳簿価額)

土地 1,108百万円 (帳簿価額)

売掛金 300百万円 (帳簿価額)

計 1,890百万円 (帳簿価額)

   このうち担保として財団抵当に供しているものは、

次のとおりであります。 

建物 464百万円 (帳簿価額)
土地 981百万円 (帳簿価額)

計 1,446百万円 (帳簿価額)
 

建物及び構築物 456百万円 (帳簿価額)

土地 1,108百万円 (帳簿価額)

売掛金 250百万円 (帳簿価額)

計 1,814百万円 (帳簿価額)

   このうち担保として財団抵当に供しているものは、

次のとおりであります。 

建物 440百万円 (帳簿価額)
土地 981百万円 (帳簿価額)

計 1,422百万円 (帳簿価額)
 

   (上記に対する債務)    (上記に対する債務) 

長期借入金 
(含む１年以内) 

5,063百万円

計 5,063百万円
 

長期借入金 
(含む１年以内) 

4,787百万円

計 4,787百万円
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

荷造・運送費 1,507百万円

給与・手当 1,467百万円

賞与引当金繰入額 95百万円

賞与 141百万円

退職給付費用 79百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円

販売手数料 72百万円

減価償却費 51百万円

研究開発費 223百万円
 

荷造・運送費 1,200百万円

給与・手当 1,156百万円

賞与引当金繰入額 17百万円

賞与 152百万円

退職給付費用 72百万円

役員退職慰労引当金繰入額 23百万円

販売手数料 40百万円

減価償却費 53百万円

研究開発費 282百万円
 

※２ 提出会社は平成20年10月１日より、従来の確定給付

型年金制度(適格年金制度)から確定拠出型年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」(企業会計基準委員会平成14年１月31日

企業会計基準適用指針第１号)を適用しておりま

す。 

    本移行に伴う影響額は、退職給付費用として207

百万円計上しております。 

２   ―――――――――――――――― 

 ３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開

発費 

238百万円

 ３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開

発費 

296百万円

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,033百万円
 

現金及び預金勘定 3,684百万円
 

現金及び現金同等物 2,033百万円
 

現金及び現金同等物 3,684百万円
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(セグメント情報) 

   １ 事業の種類別セグメント情報 

  前連結会計年度及び当連結会計年度において当社グループ(当社及び連結子会社)は、ファスナ

ー(ねじ)専業であり製品の種類、製造方法、販売市場の類似性から判断して同種、同系統のファ

スナー(ねじ)を製造販売しているため、その記載を省略しております。 

   ２ 所在地区別セグメント情報 

      前連結会計年度及び当連結会計年度における、全セグメントの売上高合計及び資産の金額合

計に占める「本邦」の割合が、いずれも90％超であるため、その記載を省略しております。 

   ３ 海外売上高 

 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 北米地域 欧州地域
その他の
地域 

計 北米地域 欧州地域 
その他の 
地域 

計 

海外売上高(百万円) 2,324 294 122 2,741 1,761 224 10 1,995

連結売上高(百万円)  27,656   25,776

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.4 1.1 0.4 9.9 6.8 0.9 0.0 7.7

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

   ①  北米地域   米国、カナダ 

   ② 欧州地域   ドイツ、イギリス、フランス、スウェーデン 

③ その他の地域 オーストラリア、ニュージーランド、中国、韓国 
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 913 580 333

車両運搬具 18 11 7

工具器具備品 210 149 60

合計 1,142 741 401

  

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 913 682 231

車両運搬具 18 14 4

工具器具備品 160 123 36

合計 1,093 821 271

  
  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

   同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 141百万円

１年超 260百万円

合計 401百万円
 

１年以内 120百万円

１年超 151百万円

合計 271百万円
 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 153百万円

減価償却費相当額 153百万円
 

支払リース料 141百万円

減価償却費相当額 141百万円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

 

 
前連結会計年度 

(平成21年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

繰延税金資産 

 役員退職慰労引当金 37百万円 17百万円

 退職給付引当金 368百万円 411百万円

 賞与引当金 115百万円 139百万円

 繰越欠損金 573百万円 513百万円

 その他 108百万円 106百万円

繰延税金資産小計 1,204百万円 1,188百万円

評価性引当額 △210百万円 △11百万円

繰延税金資産合計 994百万円 1,177百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △19百万円 △106百万円

 固定資産圧縮積立金 △11百万円 △10百万円

繰延税金負債合計 △31百万円 △116百万円

繰延税金資産の純額 963百万円 1,060百万円
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(金融商品関係) 

 当連会計年度(平成22年３月31日現在) 

 

(追加情報) 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を

適用しております。 

 

１ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

  当社グループは、主に金属製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして必要な資金を

銀行借入により調達しております。また短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デ

リバティブ取引は、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

② 金融商品の内容及び当該金融商品係るリスク 

  受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってい

ます。 

  支払手形及び買掛金は、一年以内の支払期日であります。 

  短期借入金は主に、営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金は主

に設備投資を目的とした資金調達であります。長期借入金の一部については、変動金利であるため

金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジし

ております。 

  デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス

ワップ取引であります。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

   平成 22 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(１) 現金及び預金 3,684 3,684 ―

(２) 受取手形及び売掛金 5,330 5,330 ―

(３) 投資有価証券 

   その他有価証券 550 550 ―

(４) 支払手形及び買掛金 (6,498) (6,498) ―

(５) 短期借入金 (407) (407) ―

(６) 長期借入金 (6,191) (6,216) 25

(７) デリバティブ取引 ― ― ―

 (*) 負債に計上されているものついては、( )で示しております。 

― 26 ―



 

 
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

資 産 

  (１) 現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっ

ております。 

  (３) 投資有価証券 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

(４) 支払手形及び買掛金、並びに(５)短期借入金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっ

ております。 

(６) 長期借入金 

   長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例

処理の対象とされており(下記(７)デリバティブ取引参照)、当該金利スワップ一体として処理さ

れた元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引

いて算出する方法によっております。 

(７) デリバティブ取引 

   金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。(上記(６)長期借

入金参照) 

 

(注２) 非上場株式(連結貸借対照表計上額26百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(３)投

資有価証券」には含めておりません。 

 

(注３) 有利子負債の返済予定額 

(単位：百万円) 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

(１)短期借入金 407 ― ― ― ― ―

(２)長期借入金 1,641 803 683 2,936 126 ―

有利子負債計 2,048 803 683 2,936 126 ―
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(有価証券関係) 
１ 前連結会計年度(平成21年３月31日現在) 
① その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

株式 236 295 59
債券 ― ― ―
その他 ― ― ―

小計 236 295 59
連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

 

株式 54 43 △11
債券 ― ― ―
その他 ― ― ―

小計 54 43 △11
合計 290 339 48

 
② 当連結会計年度中に売却したその他の有価証券（自平成20年４月１日至平成21年３月31日） 

  （単位：百万円）
売却額 売却益の合計 売却損の合計 

           9 33 ― 
 
③ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式 26百万円

子会社株式及び関連会社株式 
関連会社株式 71百万円

 
２ 当連結会計年度(平成22年３月31日現在) 
① その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

株式 238 505 266
債券 ― ― ―
その他 ― ― ―

小計 238 505 266
連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

 

株式 52 45 △7
債券 ― ― ―
その他 ― ― ―

小計 52 45 △7
合計 290 550 259

 
② 当連結会計年度中に売却したその他の有価証券（自平成21年４月１日至平成22年３月31日） 

  （単位：百万円）
売却額 売却益の合計 売却損の合計 

          ― ― ― 
 
③ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式 26百万円

子会社株式及び関連会社株式 
関連会社株式 ―百万円

 
 

 

― 28 ―



 

 
 

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定拠出型及び確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退

職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

なお、厚生年金基金は、総合設立型の基金で主に日本自動車部品工業厚生年金基金に加入しており

ます。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

 

 
前連結会計年度 

(平成21年３月31日) 
(百万円) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

(百万円) 

① 退職給付債務 △1,089 △979 

② 年金資産 19 19 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △1,069 △960 

④ 未認識数理計算上の差異 153 △67 

⑤ 退職給付引当金(③＋④) △916 △1,027 

(注) １ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 当社及び国内連結子会社は、総合設立型の厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産

を合理的に計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。 

   

３ 退職給付費用に関する事項 

 

 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

(百万円) 

① 勤務費用 86 103 

② 利息費用 32 15 

③ 期待運用収益 △11 0 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 27 21 

⑤ 退職給付費用(①＋②＋③＋④) 134 140 

⑥ 確定拠出型年金制度への移行に伴う損益 207 ― 

計 (⑤＋⑥) 341 140 

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

２ 厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理している額は、除いております。 

    ３ 確定拠出型年金への掛金支払額は、除いております。 
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率 1.7% 1.5% 

③ 期待運用収益率 2.5% 2.5% 

④ 数理計算上の差異の処理年数 12年(各連結会計年度の発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数に
よる定額法により、翌連結
会計年度から費用処理する
こととしております。) 

同左 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 148.90円
 

１株当たり純資産額 169.90円
 

１株当たり当期純損失金額(△) △32.39円
 

１株当たり当期純利益金額 15.81円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
前連結会計年度 

(平成21年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成22年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 3,785 4,319

純資産の部の合計額から控除する金額 
(百万円) 

130 150

 (うち少数株主持分)  (130)  (150)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 3,655 4,169

普通株式の発行済株式数(千株) 24,630 24,630

普通株式の自己株式数(千株) 83 90

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株) 

24,546 24,539

 

２ １株当たり当期純利益金額 

 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △795 388

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)(百万円) 

△795 388

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,551 24,541

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(開示の省略) 

   関連当事者との取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事

項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 
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５. 個別財務諸表 
(1) 貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,844 3,355

受取手形 72 98

売掛金 3,158 4,774

商品及び製品 1,321 1,279

仕掛品 382 409

原材料及び貯蔵品 956 909

前渡金 60 63

前払費用 81 81

短期貸付金 － 10

未収入金 26 16

繰延税金資産 159 195

貸倒引当金 △29 △23

流動資産合計 8,033 11,168

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,038 4,047

減価償却累計額 △2,816 △2,904

建物（純額） 1,222 1,143

構築物 718 708

減価償却累計額 △587 △601

構築物（純額） 131 107

機械及び装置 13,981 13,701

減価償却累計額 △12,181 △12,196

機械及び装置（純額） 1,800 1,504

車両運搬具 22 16

減価償却累計額 △21 △14

車両運搬具（純額） 0 2

工具、器具及び備品 1,283 1,287

減価償却累計額 △1,171 △1,184

工具、器具及び備品（純額） 112 103

土地 1,572 1,572

リース資産 － 68

減価償却累計額 － △1

リース資産（純額） － 67

建設仮勘定 118 166

有形固定資産合計 4,959 4,666

無形固定資産   

ソフトウエア 5 15

施設利用権 11 11

無形固定資産合計 16 26

投資その他の資産   

投資有価証券 253 305

関係会社株式 385 475

出資金 50 50

長期前払費用 52 39

繰延税金資産 858 844

その他 108 61

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 1,703 1,770

固定資産合計 6,678 6,463

資産合計 14,712 17,632
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,194 2,300

買掛金 2,301 3,754

短期借入金 600 250

1年内返済予定の長期借入金 856 887

リース債務 － 14

未払金 23 20

未払費用 415 500

未払法人税等 19 25

未払消費税等 24 57

預り金 46 34

賞与引当金 211 280

設備関係支払手形 208 32

流動負債合計 5,902 8,157

固定負債   

長期借入金 4,307 4,470

リース債務 － 55

退職給付引当金 882 986

役員退職慰労引当金 91 42

固定負債合計 5,281 5,554

負債合計 11,183 13,712

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,838 1,838

資本剰余金   

資本準備金 1,530 1,530

資本剰余金合計 1,530 1,530

利益剰余金   

利益準備金 320 320

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 15 14

繰越利益剰余金 △190 77

利益剰余金合計 145 411

自己株式 △13 △14

株主資本合計 3,500 3,766

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28 153

評価・換算差額等合計 28 153

純資産合計 3,528 3,919

負債純資産合計 14,712 17,632
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(2) 損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 24,657 23,356

売上原価   

商品及び製品売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,731 1,321

当期製品製造原価 17,942 17,230

当期商品仕入高 3,350 2,727

合計 23,024 21,279

商品及び製品期末たな卸高 1,321 1,279

商品及び製品売上原価 21,703 19,999

原材料売上原価 △22 △7

売上原価合計 21,680 19,991

売上総利益 2,976 3,364

販売費及び一般管理費   

販売費 2,625 2,109

一般管理費 1,044 1,012

販売費及び一般管理費合計 3,669 3,121

営業利益又は営業損失（△） △693 243

営業外収益   

受取利息 3 1

受取配当金 16 8

スクラップ売却益 73 －

その他 85 126

営業外収益合計 179 136

営業外費用   

支払利息 101 105

為替差損 14 4

その他 75 84

営業外費用合計 192 194

経常利益又は経常損失（△） △705 184

特別利益   

固定資産売却益 － －

投資有価証券売却益 33 －

貸倒引当金戻入額 10 5

特別利益合計 44 5

特別損失   

固定資産売却損 15 －

投資有価証券評価損 9 －

関係会社株式評価損 193 －

たな卸資産評価損 134 －

退職給付費用 207 －

関係会社整理損 － 10

その他 7 9

特別損失合計 568 19

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,229 171

法人税、住民税及び事業税 15 13

法人税等調整額 △309 △108

法人税等合計 △294 △95

当期純利益又は当期純損失（△） △935 266
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(3) 株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,838 1,838

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,838 1,838

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,530 1,530

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,530 1,530

資本剰余金合計   

前期末残高 1,530 1,530

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,530 1,530

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 320 320

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 320 320

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 18 15

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △2 △1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 15 14

繰越利益剰余金   

前期末残高 816 △190

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

固定資産圧縮積立金の取崩 2 1

当期純利益又は当期純損失（△） △935 266

当期変動額合計 △1,006 267

当期末残高 △190 77

利益剰余金合計   

前期末残高 1,154 145

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △935 266

当期変動額合計 △1,009 266

当期末残高 145 411
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △11 △13

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △13 △14

株主資本合計   

前期末残高 4,511 3,500

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

当期純利益又は当期純損失（△） △935 266

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1,011 265

当期末残高 3,500 3,766

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 187 28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158 124

当期変動額合計 △158 124

当期末残高 28 153

評価・換算差額等合計   

前期末残高 187 28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158 124

当期変動額合計 △158 124

当期末残高 28 153

純資産合計   

前期末残高 4,698 3,528

当期変動額   

剰余金の配当 △73 －

当期純利益又は当期純損失（△） △935 266

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158 124

当期変動額合計 △1,169 390

当期末残高 3,528 3,919
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

― 37 ―



 

 

 

役員の異動 

１．代表者の異動 

 該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

（１）退任予定取締役（平成22年 6月 18日 定時株主総会） 

 ひ よし かず お 

 現取締役常務執行役員  日 吉 和 男 （顧問に就任の予定） 

（２）新任監査役候補（平成22年 6月 18日 定時株主総会） 

 ふじさわ しゅうじ 

社外監査役   藤 澤 修 二 

（３）退任予定監査役（平成22年 6月 18日 定時株主総会） 

  み うら じゅんいち 

現社外監査役 三 浦 順 一 

（４）新任予定執行役員（平成22年 6月 18日 取締役会） 

 はら まさひろ 

執 行 役 員 原  雅 博      （現営業本部副本部長） 

（５）退任予定執行役員（平成22年 6月 18日 取締役会） 

 た むら まさひこ 

 現常務執行役員  田 村 雅 彦 （顧問に就任の予定） 

（６）昇格予定執行役員（平成22年 6月 18日 取締役会） 

 たかはし てつろう 

常務執行役員      高 橋 哲 郎  （現執行役員） 
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３．役員の一覧（平成22年 6月 18日定時株主総会及び取締役会終了時点の予定） 

（１）取締役 
 なが せ ゆういち 

代表取締役社長 長 瀬  悠 一 

 いわさき おさみ 

取 締 役 岩 﨑 央佐三 （専務執行役員） 

 たい ぢ  ひろ ゆき 

取 締 役 泰 地 廣 行 （常務執行役員） 

 あま き たけ ひこ 

取 締 役 天 木 武 彦 （社外取締役） 

 しの へ りょうじ 

取 締 役 四 戸 良 治 （社外取締役） 

 

（２）監査役 
 むらかわ まさ き 

常勤監査役 村 川 正 記 

 き むら まさひこ 

監 査 役 木 村 雅 彦 （社外監査役） 

 ふじさわ しゅうじ 

監 査 役 藤 澤 修 二 （社外監査役） 

 

（３）執行役員 

 なが せ ゆういち 

社  長 長 瀬  悠 一 

 いわさき おさみ  

専務執行役員 岩 﨑 央佐三 （営業本部長） 

 たい ぢ  ひろ ゆき 

常務執行役員 泰 地 廣 行 （管理本部長） 

 たかはし てつろう 

常務執行役員 高 橋 哲 郎 （開発本部長） 

 おとかわ  す すむ 

執行役員 乙 川 州 澄 （技術統括本部長） 

 お じま やすのぶ 

執行役員 尾 島 安 信 （生産本部長） 

 はら まさひろ 

執行役員 原   雅  博    （営業本部副本部長） 
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